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第 1 章 計画の策定 

 

１ 計画策定の趣旨 

本県では、廃棄物の適正処理の確保や廃棄物の減量化、資源化の推進を図るため、

昭和 48 年から６次にわたり「愛知県産業廃棄物処理計画」を策定し、産業廃棄物

の適正処理のための各種施策を推進した。その後、平成 12 年の廃棄物の処理及び

清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下、「廃棄物処理法」という。）

の改正を受け、産業廃棄物に加え一般廃棄物を含めた総合的な「愛知県廃棄物処理

計画」を３次にわたり策定し、施策を推進してきた。 

しかしながら、東日本大震災や熊本地震などの地震災害はもとより、気候変動に

よる影響といわれている大雨や短時間強雨の頻発化・激甚化に伴う大規模な水害や

土砂災害等、非常災害時における廃棄物の適正な処理に関する施策の充実を図るな

ど、廃棄物処理体制の強化や廃棄物処理施設の強靭化が求められている。 

国は、過去の災害で、事前の備えを行っていなかった自治体において災害廃棄物

の処理に混乱がみられたことから、昨年（平成 27 年）、「廃棄物の処理及び清掃に

関する法律及び災害対策基本法の一部を改正する法律」（平成 27 年法律第 58 号）

等に基づき、環境大臣が定める廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の

総合的かつ計画的な推進を図るための基本方針（以下、「基本方針」という。）及び

都道府県廃棄物処理計画に、非常災害時についての事項を追加することとした。 

本県では、地震災害、風水害、その他自然災害を対象に環境省の災害廃棄物対策

指針（平成 26 年３月）を踏まえ、本県地域防災計画と整合を図りつつ、発災前の

業務、発災後の応急対応、復旧・復興対策等に必要な事項について、県及び県内市

町村等における災害廃棄物対策の基本的な考え方や方向性をとりまとめた愛知県災

害廃棄物処理計画を策定した（今年度予定）。 

また、今年（平成 28 年）１月、本県を中心として、食品廃棄物の不適正処理問

題が発生し、県民の食の安心安全を揺るがすものとして社会問題化した。国におい

ては、廃棄物処理法に基づき、こうした不正転売の未然防止に向け、廃棄物処理業

者への再発防止策を講じるため、今年６月、都道府県及び政令市に対して立入検査

マニュアルを策定し通知した。 

本県においても、このような事件を踏まえ、廃棄物の適正処理の推進に向け、監

視体制の見直しを図る必要があるなど、依然として解決すべき課題は多い。 

以上のような社会情勢の変化や求められるニーズを踏まえ、あらためて今日的な

課題を整理し、諸課題への対処を図りつつ循環型社会の構築を目指すこととし、ま

ず、できる限り廃棄物の発生を抑制すること、次に、排出された廃棄物については

再使用、再生利用、熱回収の順にできる限り循環的な利用を行うこと、最終的に廃

棄物となるものは適正に処理するという基本的な考えのもと、さらなる取組を進め

るため、新たな「愛知県廃棄物処理計画」を策定する。 
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２ 計画の位置付け 

我が国における環境政策の基本的な考え方は環境基本法（平成５年法律第 91 号）

で定められており、また、循環型社会の形成を推進する基本的な枠組みについては、

循環型社会形成推進基本法（平成 12 年法律第 110 号）で定められている。 

本計画は、廃棄物処理法第 5 条の 5 に基づき、国の基本方針に即して定めるもの

であり、本県の環境政策の指針である「愛知県環境基本計画」を上位計画とし、本

県における廃棄物対策の基本となる計画である。 
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循環型社会形成推進基本法 

循環型社会形成推進基本計画 

環境基本法 

環境基本計画 

資源有効利用促

進法 

【リサイクルの促進】 

廃棄物処理法 

・国の基本方針 

【廃棄物の適正処理】

個別物品の特性に応じた規制 

○ 容器包装リサイクル法 

○ 家電リサイクル法 

○ 小型家電リサイクル法 

○ 食品リサイクル法 

○ 建設リサイクル法 

○ 自動車リサイクル法 

グリーン購入法 

愛知県環境基本条例 

愛知県環境基本計画 

【関連する条例等】 

○ 県民の生活環境の保全等に関する条例 

○ 廃棄物の適正な処理の促進に関する条例 

○ 愛知県産業廃棄物税条例 

○ 愛知県産業廃棄物適正処理指導要綱 

○ 再生資源の適正な活用に関する要綱 

など 

愛知県廃棄物処理計画 
○ 廃棄物の減量など適正処理に関する目

標や措置に関する事項 

○ 処理施設の整備に関する事項 

○ 非常災害時における施策に関する事項
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３ 計画期間 

 平成 2９年度から３３年度までの５年間とする。 

 

４ 計画の対象 

 愛知県内の一般廃棄物及び産業廃棄物を対象とする。 

  

汚泥、廃油、廃プラスチック類、紙くず、木くず、動植物性残さ、金属くず、鉱さい、がれき類、ばいじん　など

産業廃棄物 事業活動に伴って生じた廃棄物のうち法令で定められた２０種類

特別管理産業廃棄物

廃

棄

物

一般廃棄物

ご　み

し　尿

特別管理一般廃棄物

家 庭 ご み

事業系ごみ

一般ごみ（可燃ごみ、不燃ごみなど）

粗大ごみ

爆発性、毒性、感染性等の性状を有する一般廃棄物で政令で定めるもの

爆発性、毒性、感染性等の性状を有する産業廃棄物で政令で定めるもの
 

 


